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         特許の費用                               2019年6月6日 
   （中野特許事務所 御苑オフィス 料金表）              中野特許事務所 弁理士 中野 寛也 
                                   TEL 03-6274-8515 h.nakano@nifty.ne.jp 
 
（ご注意）料金の試算例は、あくまでも目安です。本紙作成時点の印紙代に基づく試算ですが、印紙代は、改定されるこ
とがあります。また、料金体系は、予告なく変更されることがあります。最新の料金体系は、弊所の御苑オフィスのホー
ムページ（http://nakano-firm.net/ ：キーワード＝「弁理士 中野」でネット検索可）を開き、上部メニューの「料金
」をクリックしてご確認ください。 
 
 
 
 

 
       特許権取得に至るまでの標準的な手続の流れ 
 

通常価格での 
試算例 

中小企業・個人
・大学等の非営
利団体向け価格
での試算例 

１ 
 
相
談 

 自分の考えたアイディアが権利化できるものなのか、出願する価値があるのか等の相
談です。 
 出願に至った場合には、それまでの相談は、無料です。 
 また、出願に至らなかった場合でも、各事案につき初回の相談は、原則として無料で
す。２回目以降の相談は、原則として１時間当たり7,000円（税抜）です。 

  

 
２ 
 
先
行
技
術
調
査 
 

 無駄な投資を避けるために、出願前に先行技術調査が必要となります。先行技術調査
は、特許庁ホームページから無料のデータベース（J-PlatPat）にアクセスし、ご自身
で行うことができます。ご自身の取り扱う技術分野や周辺技術分野についての動向調査
になるという観点からも、人員的・時間的に余裕がある場合には、先行技術調査は、ご
自身で行うことをお薦めします。調査のやり方は、弊所の御苑オフィスのホームページ
（http://nakano-firm.net/ ：キーワード＝「弁理士 中野」でネット検索可）を開
き、上部メニューの「Faq」をクリックしてご参照頂けます。 
 弊所に先行技術調査をご依頼される場合の料金は、下記の通りです。 
・特許庁の無料のデータベース（J-PlatPat）を使用し、出願明細書に記載するために
必要な関連分野の先行技術文献を抽出する程度の簡易調査（１～２時間程度の検索作業
）は、出願に至った場合は、無料です。なお、この簡易調査は、やらないよりは、やっ
たほうがましという程度のものです。一方、簡易調査をした結果、よく似ている先行技
術が抽出された等の理由により、出願を断念した場合には、15,000円（税抜）となり
ます。この場合、抽出した先行技術文献を提示しますが、調査報告書は作成しません。 
・より詳細な調査を行い、調査範囲や調査方法等を明示した調査報告書を作成する場合
の調査費用は、内容や程度に応じ、50,000円（税抜）～となります。繁忙期には、調
査会社に外注する場合もあります。なお、調査範囲の当たりを付ける等の調査の初期の
段階で、極めて似ている先行技術文献が抽出された場合には、その時点で調査を打ち切
り、調査費用を減額することもできます。 

  

 
３ 
 
出
願
時 

 
・基本手数料 
  ＜通常価格＞         160,000 円 
  ＜中小企業・個人・大学等＞  128,000 円 
・タイプ代（１頁は、40 文字×50 行です。） 
  ＜通常価格＞         6,000 円／頁 
  ＜中小企業・個人・大学等＞  4,800 円／頁 
・図面作成代 
  ＜通常価格＞         4,800 円／枚 
  ＜中小企業・個人・大学等＞  3,800 円／枚 
・以上に消費税８％がかかります。 
・印紙代             14,000 円 
 
以上のトータルの上限金額（印紙代込、消費税込） 
  ＜通常価格＞         480,000円 
  ＜中小企業・個人・大学等＞  380,000円 
 但し、書類の頁数が５０を超える極めて複雑・難解・
大容量の場合（ごく稀に発生します。）には、ご相談さ
せて頂きます。 
 
※請求項の追加による加算手数料はありません。 
※要約書作成手数料、オンライン手数料の請求はありま
せん。 
※出願前にアイディアを公開していた場合には、新規性
喪失の例外規定の適用を受けるための手続が必要となり
、その手数料として21,000円（税抜）の費用が追加で発
生します。 
※お客様の事情により出願を中止することになった場合
には、作業の進捗の度合いに応じ、費用を請求させて頂
きます。例えば、出願書類の原稿を完成させた後に、出
願を中止した場合には、８割の費用を請求させて頂きま
す。 
※サーバ・クライアント系のシステムや、複数のコンピ
ュータ間で通信によりデータ連携を行う大規模なコンピ
ュータ・システム等は、記載分量が多くなり、高額にな
る傾向にありますので、右記の【D】の試算例を超える
費用が発生する場合もあります。 

【A】簡単な日用品等の場合 
 
例えば、 

・明細書及び請求の範囲 
の頁数＝５ 

・図面の枚数＝３ 

【A】 
160,000 
＋6,000×5 頁 
＋4,800×3 枚 
＋16,352 

（消費税） 
＋14,000 

（印紙代） 
＝234,752 円 

(税込) 

【A】 
128,000 
＋4,800×5 頁 
＋3,800×3 枚 
＋13,072 

（消費税） 
＋14,000 

（印紙代） 
＝190,472 円 

(税込) 
【B】一般的な物品、簡単な

機械・制御装置等の
場合 

 
例えば、 

・明細書及び請求の範囲 
の頁数＝１０ 

・図面の枚数＝５ 

【B】 
160,000 
＋6,000×10 頁 
＋4,800×5 枚 
＋19,520 

（消費税） 
＋14,000 

（印紙代） 
＝277,520 円 

(税込) 

【B】 
128,000 
＋4,800×10 頁 
＋3,800×5 枚 
＋15,600 

（消費税） 
＋14,000 

（印紙代） 
＝224,600 円 

(税込) 
【C】小規模なコンピュー

タ・システム、複雑
な機械・制御装置等
の場合 

 
例えば、 

・明細書及び請求の範囲 
の頁数＝１５ 

・図面の枚数＝６ 

【C】 
160,000 
＋6,000×15 頁 
＋4,800×6 枚 
＋22,304 

（消費税） 
＋14,000 

（印紙代） 
＝315,104 円 

(税込) 

【C】 
128,000 
＋4,800×15 頁 
＋3,800×6 枚 
＋17,824 

（消費税） 
＋14,000 

（印紙代） 
＝254,624 円 

(税込) 
【D】大規模なコンピュー

タ・システム等の場合 
 
例えば、 

・明細書及び請求の範囲 
の頁数＝２０ 

・図面の枚数＝８ 

【D】 
160,000 
＋6,000×20 頁 
＋4,800×8 枚 
＋25,472 

（消費税） 
＋14,000 

（印紙代） 
＝357,872 円 

(税込) 

【D】 
128,000 
＋4,800×20 頁 
＋3,800×8 枚 
＋20,352 

（消費税） 
＋14,000 

（印紙代） 
＝288,752 円 

(税込) 

http://nakano-firm.net/
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４ 
 
出
願 
審
査
請
求
時 

・出願審査請求手数料  10,000円 
・以上に消費税８％がかかります。 
・印紙代  138,000円＋請求項の数×4,000円 
 
※中小企業・個人・大学等は、軽減申請により印紙代の
減額が可能な場合があります。減免制度は、けっこう頻
繁に改正されますので、その都度の確認が必要です。 
※出願しただけでは権利化することはできません。出願
審査請求をして特許庁の審査官による実体審査を経て登
録されて初めて特許権が発生します。出願審査請求は、
出願から３年以内に行うことができます。出願後に製品
の販売や開発を中止した場合、他人の権利化を防いで自
分の実施を確保するための防衛目的の出願の場合等には
、必ずしも出願審査請求をする必要はありませんので、
これ以降の費用は、不要となります。従って、３年以内
に権利化すべきか否かの価値判断を行えばよいため、無
駄な投資を避けるべく、出願と同時ではなく、あとで出
願審査請求をするケースも多いです（お客様の選択とな
ります）。 

例えば、 
請求項の数＝５ 
 
◆中小企業・個人・大学等
が軽減申請により印紙代の
１／２軽減を受けた場合を
併記しています。 
 

10,000 
＋800 

（消費税） 
＋(138,000＋5
×4,000) 
（印紙代） 

＝168,800 円 
(税込) 

10,000 
＋800 

（消費税） 
＋(138,000＋5
×4,000) 
（印紙代） 

＝168,800 円 
(税込) 
 

◆1/2 軽減では 
10,000 
＋800 

（消費税） 
＋(138,000＋5
×4,000)×
1/2 
（印紙代） 

＝89,800 円 
(税込) 

 
５ 
 
中
間
処
理
時 

 特許庁の審査官から拒絶理由通知を受けた場合の対応処理の費用です。一般に、拒絶
理由通知を受ける確率はかなり高いのですが、意見書や手続補正書を提出することによ
り拒絶理由を解消し、権利化を図ることが可能です。 
・意見書作成料 
  ＜通常価格＞         60,000 円 
  ＜中小企業・個人・大学等＞  50,000 円 
・手続補正書作成料 
  ＜通常価格＞         60,000 円 
  ＜中小企業・個人・大学等＞  50,000 円 
・以上に消費税８％がかかります。 
 
※タイプ代の請求はありません。 
●意見書、手続補正書のいずれか一方だけを提出した場合を併記しています。 
※二回目以降の拒絶理由通知に対する処理（稀に発生します。）、あるいは拒絶査定不
服審判請求時の処理等は含まれていませんので、さらに費用を要することがあります。 
 一方、拒絶理由通知を受けることなく特許査定となる場合もありますので、その場合
には、この費用は不要となります。 
※審査官面接をすることが有効な場合があります。審査官面接の手数料は、35,000 円
（税抜）となります。 
※拒絶理由通知書で審査官により有力な先行技術文献が示され、その拒絶理由を覆すこ
とができないと考えられる場合や、出願審査請求後に製品の販売や開発を中止した場合
等には、必ずしも中間処理を行う必要はありませんので、これ以降の費用は、不要とな
ります。 

60,000＋60,000 
＋9,600 

（消費税） 
＝129,600 円 

(税込) 
 
●意見書、手続
補正書の一方だ
けの提出では 
60,000 
＋4,800 

（消費税） 
＝64,800 円 

(税込) 
 

50,000＋50,000 
＋8,000 

（消費税） 
＝108,000 円 

(税込) 
 
●意見書、手続
補正書の一方だ
けの提出では 
50,000 
＋4,000 

（消費税） 
＝54,000 円 

(税込) 
 

 
６ 
 
登
録
時 

・特許料納付手数料  10,000円 
・成功謝金 
  ＜通常価格＞        100,000円 
  ＜中小企業・個人・大学等＞  80,000円 
・以上に消費税８％がかかります。 
・印紙代（第１～３年分の特許料） 
    （2,100円＋請求項の数×200円）×3年 
 
※請求項の追加による成功謝金の加算はありません。 

例えば、 
請求項の数＝５ 
 
中小企業・個人・大学等
は、軽減申請により印紙代
の減額が可能ですが、右記
は満額の印紙代での計算と
しています。なお、１／２
減額を受けた場合は 4,650
円の減額となります。 

10,000 
＋100,000 
＋8,800 

（消費税） 
＋(2,100＋5×

200)×3 
（印紙代） 

＝128,100 円 
(税込) 

10,000 
＋80,000 
＋7,200 

（消費税） 
＋(2,100＋5×

200)×3 
（印紙代） 

＝106,500 円 
(税込) 

 
３～６の合計額 
 
「XX～YY 万円程度（税込）」の

XX は、印紙代の 1/2 軽減を受
けた場合と、意見書、手続補正
書の一方だけを提出した場合と
を考慮した金額です。 

【A】簡単な日用品等の場合 【A】60～66 万
円程度(税込) 

【A】44～57 万
円程度(税込) 

【B】一般的な物品、簡単な機械・制御装置等の場合 【B】64～70 万
円程度(税込) 

【B】47～61 万
円程度(税込) 

【C】小規模なコンピュータ・システム、複雑な機械・
制御装置等の場合 

【C】68～74 万
円程度(税込) 

【C】50～64 万
円程度(税込) 

【D】大規模なコンピュータ・システム等の場合 【D】72～78 万
円程度(税込) 

【D】54～67 万
円程度(税込) 

 
７ 
 
権
利
維
持 

 特許権の存続期間は、出願から２０年です。医薬品等の場合には５年を限度として延
長もできます。従って、第４年目以降も、特許庁に特許料（印紙代）を支払えば、権利
維持が可能です。印紙代は、下記の通りです。 
・第４～６年分の特許料 毎年 6,400円＋請求項の数×500円 
               （例えば、請求項の数５の場合：毎年8,900円） 
・第７～９年分の特許料 毎年 19,300円＋請求項の数×1,500円 
               （例えば、請求項の数５の場合：毎年26,800円） 
・第10～25年分の特許料 毎年 55,400円＋請求項の数×4,300円 
               （例えば、請求項の数５の場合：毎年76,900円） 
 特許料の納付手続は、毎年、１年分ずつ支払うこともできますが、複数年分をまとめ
て支払うこともできます。弊所手数料は、１回の納付につき、10,000円（税抜）とな
ります。これに加え、上記の特許料（印紙代）が必要となります。 
 なお、特許料（印紙代）を支払わなかった場合には、その時点で特許権は消滅します
。従って、出願から２０年間は必ず特許料を支払い続けなければならないということで
はなく、技術の陳腐化、製品の販売や開発の中止等の理由、あるいは費用対効果の観点
等から、自らの選択で、特許料を支払わずに権利を消滅させることができます。 

  

 
 


